
  補正予算の規模

　　一般会計

 補正後の予算規模

　　一般会計

 債務負担行為等を

 含めた物価高対策

　に係る予算規模

・生活支援に係るキャンペーン、学校給食費等の高騰分支援の

令和７年度２月補正予算 （物価高対策） （案） の概要    

今回の補正予算は、国の補正予算に伴い、物価高への本市

独自の対応として、下水道使用料等の減免や消費活性化

［予算額については、百万円単位で整理した。］

ほか、中小企業者や高齢・障害者施設等への支援に係る経費

１    規   模

　　　　２２億４，７００万円

　　　　２２億４，７００万円

　１兆０，２７５億９，３００万円

　５，６２６億６，９００万円

及び債務負担行為を計上した。

　　　６５億４，３００万円

資料 ３－２
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（特別会計で計上する事業は、内容欄に会計名を記載。）

事 業 名

１　物価高対策

（債務負担行為等） 国からの重点支援地方交付金を活用し、生活者・事業者への支援

予算規模　 合計 に向けた取組みを推進

（１）生活者支援 780,000 １　下水道使用料等の特別減免 （債務負担行為　2,748,247）

（債務負担行為等） 物価高騰などの影響を受ける市民や事業者の負担を軽減

するため、下水道使用料等を減免

　減免内容

　（１）下水道使用料

　（１）基本使用料及び従量料金(最大10㎥)　6か月分

　（１）1件あたり最大5,796円を減免

　（２）農業集落排水使用料､し尿処理手数料

　（２）下水道使用料と同程度の金額を減免

　減免期間　令和8年7月～12月検針分

　　　　　　　（農業集落排水使用料、し尿処理手数料は同期間請求分）

２　市営水道料金の特別減免 （債務負担行為　35,806）

（令和8年度当初予算（歳入）　64,034）

物価高騰などの影響を受ける市民や事業者の負担を軽減

するため、市営水道の料金を減免

　減免対象　小口径（13、20、25㎜）の水道料金

　減免内容

　　基本料金及び従量料金の各20％　6か月分

　　一般的な3人世帯(口径20㎜・月20㎥使用)の場合 約4,600円を減免

　減免期間　令和8年7月～12月検針分

　※県営水道の料金は千葉県が減免を実施

２  補正予算の内容

2,246,538

（単位：千円）

金 額 内 容

(4,296,774)

6,543,312

(4,296,774)

2



事 業 名

（単位：千円）

金 額 内 容

３　消費活性化・生活支援キャンペーン 780,000

物価高における市民生活を支援するとともに、市内消費を

喚起し、地域経済を活性化するため、キャッシュレス決済に

よるポイント還元キャンペーンを、千葉県と開始時期を合わ

せて実施

　対象店舗　市内の小売店、飲食店　等

　還元率等　ポイント還元率　5%（想定）

　　　　　　　　1人あたりの上限　3,000円相当

　　　　　　　　1回あたりの上限　1,500円相当

　　　　　　　　※県が同時期に最大10％（想定）をポイント還元

　　　　　　　　　 するキャンペーンを実施する予定であり、

　　　　　　　　　 本キャンペーンと合わせることで、最大15%の

　　　　　　　　　 ポイント還元を受けられる見込み。

　　　　　　　　　（キャンペーンの詳細は今後決定する予定。）

　開始時期　令和8年8月以降（予定）

　　　　　　　　※予算上限に達し次第終了

４　学校給食費支援 （債務負担行為　894,660）

食材料費が高騰する中、給食の質を維持するため、学校

給食費の引き上げの改定を実施するとともに、国からの財政

支援を活用し、保護者負担の軽減を実施

小学校、特別支援学校（小学部）　（109校）

国の小学校給食費負担軽減措置を活用し、給食費を減額

するとともに、国からの支援を上回る価格高騰分は、国の

重点支援地方交付金が交付される令和8年度については、

交付金を活用し、保護者負担を求めないこととする

中学校、中等教育学校前期課程、特別支援学校（中・高等部）

高等特別支援学校　（56校）

国の重点支援地方交付金が交付される令和8年度について

は保護者負担を従前のまま、据え置き

対象期間　令和8年4月～令和9年3月
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事 業 名

（単位：千円）

金 額 内 容

５　保育施設等給食費等支援 （債務負担行為　554,027）

食材料費が高騰する中、給食の質を維持するため、公立保育

所・認定こども園給食費の引き上げの改定を実施。国の重点

支援地方交付金が交付される令和8年度については、交付金

を活用し、保護者負担を従前のまま、据え置き。あわせて、民間

保育施設等に対し、食材料費高騰に係る経費を助成

　対象施設　公立保育所、民間保育園、認定こども園、

　　　　　　　　幼稚園等（485か所）

　補助額　　 3歳以上児　約67円/食

　　　　　　　　3歳未満児　約98円/食

　対象期間　令和8年4月～令和9年3月

（２）事業者支援 １ 中小企業者エネルギー価格等高騰支援 1,129,000

エネルギー価格等のコスト増加の影響を受ける中小企業者に

対して、事業継続のための支援金を支給

　対象者  　令和7年4月から令和8年3月までの間で、以下の

　　　　　　　 いずれかに該当する中小企業者

　　　　　　　 ①光熱費・燃料費の合計が月3万円以上

　　　　　　　 ②原材料費等のコストの合計が3か月平均

　　　　　　　　　で50万円以上

　支給額 　　 一律10万円

　申請時期　 令和8年5月（予定）

1,436,538
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事 業 名

（単位：千円）

金 額 内 容

２　高齢者施設等支援 267,938

物価高騰の影響を受ける高齢者施設等に対して、

光熱費等の負担増に対する支援金を支給

　対象者　　　高齢者施設・事業所、障害者施設・事業所等　

　　　　　　 　　（約2,100か所）

　支給額　　　入所施設　 　 1施設あたり　　30万円

　　　　　　　　 通所事業所　1施設あたり　  10万円

　　　　　　　　 訪問事業所　1施設あたり　    6万円

　　　　　　　　 訪問入浴事業所

 　　　　　　　　　　　　　　　　　1施設あたり　     9万円

　※千葉県が実施する支援の対象とならない施設については、

　　 上記に加え以下の金額を支給（約500か所）

　支給額　　　入所施設　 　 定員1人あたり  1万 7千円

　　　　　　　　 通所事業所　1施設あたり     21万円

                                       ※小規模施設は    8万円

　　　　　　　　 訪問事業所　1施設あたり       1万円

　申請開始　令和8年5月（予定）
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事 業 名

（単位：千円）

金 額 内 容

３　地域子ども・子育て支援事業継続支援 22,600

物価高騰下でも、安定的な事業運営を継続できるよう、

地域子ども・子育て支援事業を実施する民間事業者に

対し、物品購入に係る経費を助成

　対 象 事 業　　  子どもルーム、アフタースクール、延長保育　

　　　　　　 　　　　  一時預かり、産後ケア　など

　補助対象経費　事業の運営に要する物品購入経費

　補　 助 　率　    10/10

　補助上限額　   子どもルーム、アフタースクール

　　　　　　　　　　　　　1支援の単位あたり　5万円

　　　　　　　　　　　上記以外

　　　　　　　　　　　　　1か所あたり　2万5千円

　補助対象期間　令和7年10月1日～令和8年3月31日

　　　※上記期間内であれば、補助申請前の経費も対象
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事 業 名

（単位：千円）

金 額 内 容

４　畜産飼料価格高騰支援 17,000

畜産飼料の価格高騰を受け、畜産農業者の負担軽減を

図るため、給付金を支給

①　配合飼料支援給付金

　　　　対象者　市内畜産農業者（26件）

　　　　支給額　令和7年度の配合飼料契約数量1ｔ

　　　　　　　　　 当たり400円

②　粗飼料支援給付金

　　　　対象者　牛を飼養する市内畜産農業者（19件）

　　　　支給額　牛1頭当たり5,000円

③　預託料金負担軽減給付金

　　　　対象者　市内の預託牧場に乳牛を預託する

　　　　　　　　　 市内酪農家（17件）

　　　　支給額　預託牛1日1頭当たり91円

　申請開始　令和8年4月（予定）

（３）その他 30,000 １　地域防犯対策 30,000

地域の安全活動の一層の強化を図るため、防犯カメラ設置

を助成

　　対象者　　　　町内自治会等

　　補助上限額　300千円/台

　　補助率　　　　3/4

　　見込台数　　 100台

　　申請時期　　 令和8年4月～6月
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資料

１  歳入歳出予算内訳

補正前の額 補 正 額 計

1,025,346,693 2,246,538 1,027,593,231

民 生 費 221,606,233 282,888 221,889,121

衛 生 費 74,068,024 1,150 74,069,174

（単位：千円）

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳

一

般

会

計

総 務 費 40,698,842 30,000 40,728,842 市 税 7,550

国庫支出金 2,216,448

農 林 水 産 業 費 1,945,371 17,000 1,962,371

商 工 費 13,943,016 1,909,000 15,852,016

教 育 費 80,283,914 6,500 80,290,414

計 560,422,247 2,246,538 562,668,785

全 会 計 合 計

県 支 出 金 22,525

諸 収 入 15

２  繰越明許費

金　　　　額

30,000

267,938

17,000

780,000

1,129,000

　追　加
（単位:千円）

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名

一

般

会

計

地 域 防 犯 対 策 事 業

高 齢 者 施 設 等 支 援 事 業

畜 産 飼 料 価 格 高 騰 支 援 事 業

中 小 企 業 者 エ ネ ル ギ ー 価 格 等 高 騰 支 援 事 業

消 費 活 性 化 ・ 生 活 支 援 キ ャ ン ペ ー ン 事 業
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３　債務負担行為

期　間 限　度　額

令和8年度 554,027

令和8年度 7,902

令和8年度 35,806

令和8年度 10,854

令和8年度 2,729,491

令和8年度 894,660

令和8年度 35,779

令和8年度 1,000

追加
（単位:千円）

事 項

一

般

会

計
下 水 道 使 用 料 特 別 減 免

農 業 集 落 排 水 使 用 料 特 別 減 免

し 尿 処 理 手 数 料 特 別 減 免

水 道 料 金 特 別 減 免

学 校 給 食 費 支 援

保 育 施 設 等 給 食 費 等 支 援

下水道
事業

下 水 道 使 用 料 特 別 減 免 事 務

農業集
落排水
事業

農 業 集 落 排 水 使 用 料 特 別 減 免 事 務
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